


６　選定の方法 

本事業では、応募者が本事業の参加資格要件を満たしており、かつ応募者の提案内容が

技術的観点等から市の要求水準を満足することが見込める内容であることを前提として、

募集を行う。 

本事業における事業者の募集及び選定については、競争性・透明性の確保に配慮した上

で、公募型プロポーザル方式により行うものとする。 

 

７　選定審査委員会の設置と評価 

市は、「佐原広域交流拠点改修運営等事業事業者選定審査委員会設置要綱」に基づき、学

識経験者並びに市及び国職員から構成される選定審査委員会を設置する。 

委員と応募者の間の利害関係の発生や、応募者から委員への故意の接触を防止するため、

委員名は事業者選定後の公表とする。なお、選定審査委員会は非公開とする。 

 

８　事業者の募集及び選定手順 

本事業における事業者の募集・選定スケジュール（予定）は、次のとおりとする。 

 

９　応募者の備えるべき参加資格要件 

(1) 応募者の構成 

①　応募者は、次の業務を実施する単体企業又は複数の構成企業によって構成されるグ

ループ（以下これらを「応募者」という。）であること。 

ア　統括管理業務　　　　イからオの各個別業務の統括管理業務 

 日程 内容

 2024 年（令和６年）４月 10 日 募集要項等の公表

 2024 年（令和６年）４月 22 日 募集要項等に関する説明会及び現地見学会

 2024 年（令和６年）４月 22 日～26 日 募集要項等に関する質問の受付

 2024 年（令和６年）５月 17 日 参加資格に関する質問に対する回答の公表

 2024 年（令和６年）５月 24 日 参加資格以外に関する質問に対する回答の公表

 2024 年（令和６年）５月 27 日～29 日 参加表明書の受付

 2024 年（令和６年）６月 20 日 参加資格審査結果の通知

 2024 年（令和６年）７月上旬 参加資格審査通過者との対話の実施

 2024 年（令和６年）７月中旬 対話による共通認識事項・質問回答等の通知

 2024 年（令和６年）８月 21 日～23 日 提案書類の受付

 2024 年（令和６年）９月下旬 応募者に対するヒアリング

 2024 年（令和６年）10 月上旬 優先交渉権者の選定及び公表

 2024 年（令和６年）10 月中旬 基本協定の締結

 2024 年（令和６年）11 月上旬 仮契約の締結

 2024 年（令和６年）12 月 仮契約に係る議会の議決（本契約の締結）



イ　設計・工事監理業務　公共施設及び付帯施設の設計・工事監理業務 

ウ　改修等工事業務　　　公共施設及び付帯施設の改修等工事業務 

エ　維持管理業務　　　　公共施設及び付帯施設の維持管理業務 

オ　運営業務　　　　　　公共施設及び付帯施設の運営業務 

②　優先交渉権者は、会社法に定める株式会社としての特別目的会社（以下「ＳＰＣ」と

いう。）を設立することも可能とする。なお、ＳＰＣを設立する場合は、次の要件を全

て満たすこと。 

ア　ＳＰＣは、香取市内に設立すること。 

イ　応募者の構成企業のうち代表企業は、必ずＳＰＣに出資すること。 

ウ　代表企業は、ＳＰＣの出資者のうち最大の出資を行うこと。また、応募者の構　　

成企業である株主がＳＰＣの全議決権の２分の１を超える議決権を保有すること。 

エ　出資者である応募者の構成企業は、本事業が終了するまでＳＰＣの株式を保有す

るものとし、市の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定

その他の一切の処分を行わないこと。 

オ　ＳＰＣは、仮契約の締結までに設立すること。 

カ　ＳＰＣから直接業務を受託することができるのは、応募者の構成企業のみとする

こと。 

③　事業者が、業務の一部を構成企業以外の第三者に請け負わせる又は委託する場合は、

あらかじめ市に書面で届け出て、承認を得ること。その場合は、事業者の責任において

当該業務の履行や委託先の法令遵守等を確保することとし、当該請負又は委託先から

さらに第三者へ請け負わせる又は委託させることはできないものとする。 

(2) 代表企業の選定 

①　応募者は、応募者の構成企業の中から代表企業を定め、資格審査時に明らかにする　

こと。 

②　代表企業は、本事業に係る資格審査の申請、応募手続き及び優先交渉権者となった　

場合の契約協議など市との調整・協議等における窓口役を担うほか、本事業に係る業務

の全てについて責任を負うものとする。 

(3) 複数提案の禁止 

応募者の構成企業及びこれらの企業と資本面若しくは人事面において関係のある者は、

他の応募者の構成企業になることができない。 

なお、「資本面において関連のある者」とは、当該企業の発行済株式総数の 100 分の 50 を

超える株式を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50 を超える出資をしている者をいい、

「人事面において関連のある者」とは、当該企業の代表権を有する役員を兼ねている者を

いう。以下同じ。 

 

10　応募者の参加資格要件（共通） 



応募者は、次の参加資格要件を満たすこと。 

①　地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項の規定に該当しな

い者であること。 

②　市の指名停止措置を受けていないこと（募集要項等の公表日から参加表明書の受付

日まで）。 

③　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の規定により、市又は他の地方公共団体から

指定管理の取り消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部を停止されていないこ

と。ただし、指定管理の取り消しをされている場合、その取り消しの日から起算して２

年を経過している場合を除く。 

④　会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続の開始の申立てがなされて

いない者又は民事再生法に基づく再生手続の開始の申立てがなされていない者である

こと（上記③の再認定を受けた者を除く）。 

⑤　１(4)に定める選定審査委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面及び人事

面において関連のある者でないこと。 

⑥　市が本事業に関する検討を委託したパシフィックコンサルタンツ株式会社、アンダ

ーソン・毛利・友常 法律事務所 外国法共同事業又はこれらの者と資本面若しくは人事

面において関連がある者でないこと。 

⑦　本事業を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

 

11　応募者の参加資格要件（業務別） 

(1) 設計・工事監理業務に当たる者 

設計・工事監理業務に携わる者（以下「設計・工事監理企業」という。）が１者で業務を

実施する場合は、次の要件を全て満たすこと。ただし、設計・工事監理企業が複数の場合に

は、全ての設計・工事監理企業が以下の①及び②の要件を全て満たし、③の要件を少なく

とも１者が満たすこと。 

①　建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条に基づく一級建築士事務所の登録を行

っていること。 

②　市の令和６・７年度入札参加資格「建築関係建設コンサルタント業務」を有してい　

ること。 

③　平成 21 年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に、延べ面積 2,000 ㎡以上の公

共施設又は商業施設の新築又は改築の基本設計業務及び実施設計業務を完了した実績

を有していること。 

(2) 改修等工事業務に当たる者 

改修等工事に携わる者（以下「改修企業」という。）が１者で業務を実施する場合は、次

の要件を全て満たすこと。ただし、改修企業が複数の場合には、全ての改修企業が以下の

①の要件を満たし、②の要件を少なくとも１者が満たし、③から⑤の全ての要件を改修企



業の１者又は複数で満たす（１者で全てを満たす必要はない）こと。 

①　建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第３条第１項の規定による特定建設業の許可を

受けていること。 

②　市内に本社（本店）、支社（支店）又は営業所（出張所）を有しており、かつ、「建築

一式」又は「土木一式」で経営事項評価点数が市の基準でＢランク相当以上であること。 

③　市の令和６・７年度入札参加資格「建築一式」を有しており、かつ、経営事項評価点

数が市の基準でＡランク相当以上であること。 

④　市の令和６・７年度入札参加資格「土木一式」を有しており、かつ、経営事項評価点

数が市の基準でＢランク相当以上であること。 

⑤　平成 21 年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に完了した、延べ面積 2,000 ㎡

以上の公共施設の新築又は改築の建築工事実績を有していること。 

(3) 維持管理業務に当たる者 

維持管理業務に携わる者（以下「維持管理企業」という。）が１者で業務を実施する場合

は、次の要件を全て満たすこと。ただし、維持管理企業が複数の場合には、維持管理企業の

１者又は複数で①及び②の要件を満たし（１者で全てを満たす必要はない）、③の要件を少

なくとも１者が満たすこと。 

①　市の令和６・７年度入札参加資格「建物管理・清掃」を有していること。 

②　市の令和６・７年度入札参加資格「建物設備等保守・修繕」を有していること。 

③　平成 21 年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に、公共施設又は商業施設の維

持管理業務の実績（令和６年３月 31 日までに履行完了又は履行済みの業務期間が１年

以上を経過した業務に限る）を有していること。 

(4) 運営業務に当たる者 

運営業務に携わる者（以下「運営企業」という。）が１者で業務を実施する場合は、次の

要件を全て満たすこと。ただし、運営企業が複数の場合には、全ての運営企業が次の①の

要件を満たし、②及び③の全ての要件を運営企業の１者又は複数で満たす（１者で全てを

満たす必要はない）こと。 

①　市の令和６・７年度入札参加資格「警備・受付・施設運営」を有していること。 

②　警備業法（昭和 47 年法律第 117 号）第４条に基づく認定を有する者であること。 

③　平成 21 年４月１日から令和６年３月 31 日までの間に、道の駅や物販施設、飲食施

設、その他商業施設等の運営業務の実績（令和６年３月 31 日までに履行完了又は履行

済みの業務期間が１年以上を経過した業務に限る）を有していること。 

 

12　その他 

その他詳細については、「佐原広域交流拠点改修運営等事業募集要項」等による。 

 

13　問合せ先 



担当部署：香取市生活経済部商工観光課 

住所　　：〒287-8501　千葉県香取市佐原ロ 2127 番地 

電話　　：0478-50-1212 

E-Mail　：shoko@city.katori.lg.jp


